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１．TICADプロセスへの市民社会の参加（TICAD I－TICAD III） 
 
TICAD I－IIIが行われた 1990年代から 2000年代初頭は、市民社会の国際的な議論への参加が
萌芽し、TICADへの市民社会の参加もその枠組みを築いていった時期であった。 
                                                        
1 グローバル・ガバナンスの多層性や市民社会の成熟に関しては［山本 2014］が体系的にまとめている。 
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ようになった2。例えばアフリカ協会を中心に日本の NGO等 10団体が加盟した NGOネットワー
ク「ACT」は、1998 年の TICAD II に向けて、ネットワーク内外のアフリカと日本の市民団体へ
声をかけて意見を集約し、地域ワークショップをはじめとする準備会合や首脳会議で、TICADへ





















（UNOSCAL）、アフリカのためのグローバル連合（Global Coalition for Africa: GCA）等との政策議論が行われた。
なお、UNOSCALは TICAD IVより国連アフリカ担当事務総長特別顧問室（UNOSAA）に代わっている。また、
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２．アフリカに関わる市民社会ネットワークの重層化と専門化（TICAD IV－TICAD V） 
 
MDGs はグローバルな市民社会ネットワークの発展を後押しするとともに、個々の政策提言の
連動性を促した。特に TICAD IVに向けて結成された「TICAD IV・NGOネットワーク（TNnet）」
の加盟団体は、開催地横浜の NGOネットワークである横浜 NGO連絡会や、ワールド・ビジョン・
ジャパン、オックスファム・ジャパン等国際 NGOを含む 43団体に及んだ。また、その一部は 2008
年の G8洞爺湖サミットに向けた NGOフォーラムに加盟するとともに、環境や教育、貧困削減等
個別の開発課題に関するネットワークにも所属し、課題別の政策提言を行っていた。さらにこの
時期、TNnetはアフリカ側の TICAD への提言の主体性や効果を高めるべく、これまで TICAD に
かかわってきたアフリカの市民団体やUNDPのリストに掲載された約 1500のアフリカのNGOに
声をかけ、TICAD に取り組むアフリカ市民社会ネットワークとしてアフリカ市民協議会（Civic 
Commission for Africa: CCfA）を設立した。TICAD IVでは、このうち TICADへの提言に積極的で







力分野が設定されるに至ったとされている［アフリカ日本協議会 2008a, 2008b］。 
こうした多元化した国際社会の構造の中でアフリカ開発の議論を行う動きは、TICAD Vにも引
































ォーラム」は、ケニア政府や国際機関の後援の下で TICAD VI 市民社会啓発会合を開催し、100
名を超える参加者を集めて、市民社会の宣言文を採択した［Civic Commission for Africa and Japan 
Citizen’s Network for TICAD 2016］。 
近年、中国や欧米諸国のアフリカ進出と影響力の拡大が進む中、日本政府は TICAD を通じて、
アフリカで質と信頼性を重視した貿易や投資の拡大を推進しようとしてきた［産経新聞 2016］。















っているとはいえない。TICAD に向けて活動するアフリカ市民協議会（CCfA）はアフリカ 5 地
域の代表を中心にして運営されているが、各代表が地域の市民社会の意見を集約し、一つの提言
に取りまとめることは労力的にも困難となっている。加えて日本側は初のアフリカ開催により、
地理的に遠いアフリカへ渡航し、TICAD プロセスへの参加の意義を見出す NGO は多くなく、
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TICADへの実質的な提言を行う団体は TICAD IVや Vより少ない。市民社会側のネットワーク疲
れや財政、人的資源の不足による課題は、会議への参加そのものにも影響する。アフリカと日本
の市民社会が各々の主体性を発揮して連携し、成果を出せるかが、改めて問われているといえる。 
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Banjul, The Gambia, 14th June 2016 
（http://afri-can-ticad.org/wp-content/uploads/2016/06/CSO-DECLARATION-TO-TICAD-VI-2-1.pdf, 2016年 8月 12
日アクセス）. 
 
（ふじい・いずみ／アフリカ日本協議会） 
